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1.	 社会教育論の転換の必要性（1章）	 
 
	 本論文の目的は、コミュニティとの関連に焦点を当てて、社会教育の今日的な意義を明
らかにすることにあった。具体的には、社会教育を取り巻く現在の状況と、社会教育に関
する現在までの議論の変遷を確認した上で、コミュニティと社会教育を捉えるための新た
な理論的な枠組みの検討を行い、社会教育とコミュニティの構築に関する実証的研究を進
めることとした。 
	 まず、研究の社会的背景と、研究上の位置づけを確認し、本論文の課題設定を行った。
研究の社会的背景については、現在の社会教育を取り巻く状況を、生涯学習政策の進展と
いう観点から捉えた。1980 年代に個人の需要を重視してきた生涯学習政策は、1990 年代以
降、生涯学習の社会的機能を問うようになり、2000 年代以降は「社会の要請」に応えるこ
とが重視されるようになった。この生涯学習政策の進展の中で、社会教育行政は生涯学習
振興行政に包摂されるだけでなく、生涯学習の概念自体がコミュニティに関連づけられる
ことで、コミュニティ行政にも包摂されるようになっている。この動きは、教育行政の制
度設計そのものを問い直し、各自治体の社会教育・生涯学習関連事務、あるいは公民館の
所管が首長部局に移行される流れを生み出している。現在、公民館の位置づけだけでなく、
社会教育行政、あるいは教育行政のあり方そのものが問い直されていると言える。 
	 次に、1960 年代以降の社会教育行政論のレビューを行った。その結果、社会教育行政論
は 1960〜70 年代に成立した図式をもとにその後の研究を進めているため、現在の行政組織
の再編に対して、有効な研究視角を提示できていないことを指摘した。この図式は、（1）
（社会）教育行政の一般行政からの自律性、（2）社会教育行政による住民に対する学習機
会の提供と、社会教育関係団体に対する支援、（3）社会教育行政による条件整備と、住民
の「対抗的参加」の相補性、（4）行政と住民との対立を調停する社会教育関係職員の位置、
（5）「対抗的参加」を行うための住民の主体形成、といった要素によって構成されるもの
である（図 1 参照）。この立論においては、行政と住民との二項対立図式を前提に、住民
の自治能力の形成により住民の行政への要求水準が高まることによって、行政的営為にも
その要求が反映され、住民の生活条件が向上していくという道筋が想定されていた。この
背景には、行政と住民との「対抗的相補性」が措定されていた。 
	 しかしこの構図は、1990年代以降の生涯学習政策の進展のもとで行政機構の再編が進む
現在では成立しがたいものとなっている（図2参照）。まず、生涯学習政策の進展のもとで、
社会教育行政の一般行政からの独立という原理が揺らいでいる。社会教育関連事務の補助
執行や移管だけでなく、教育委員会制度自体が問い直されている。次に、社会教育行政の
再編が進む中で、社会教育行政には「学校支援」ないし、コミュニティ政策を遂行する役
割が求められつつある。さらに、学習を保障する上で重要であると考えられてきた社会教
育施設の運営も規制緩和や指定管理者制度の導入によって、弾力化・多様化した運営が可
能となっている。そして住民は「新しい公共」を担う「市民」として、NPO法人や新たな
コミュニティ組織の活動に参加すること、あるいは学校や社会教育施設にボランティアと
して関わることが要請されるようになっている。 
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図1	 社会教育行政論の基本的構図	 
	 
 
図2	 現在の社会教育行政を取り巻く構図	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 このような状況のもとでは、住民の行政への「対抗的参加」を重視し、それを担う自治
の主体の形成に関して、学習の条件整備と「社会教育の自由」の保障を社会教育行政に求
めていくという構図は成り立ちがたいものとなっている。それではこの社会教育行政の再
編のもと、どのような枠組みを設定し、どのような研究を行うべきなのだろうか。この点
について本論文では、2つの課題を設定し、研究を進めることとした（図3を参照）。 
 
	 
図3	 本論文の構成	 
 
	 第1の課題は、行政と住民とを二項対立的に捉える見方の見直しと、コミュニティを含め
た新たな関係の提示である。従来の社会教育行政論においては、住民参加・住民自治を行
うための「主体形成」を社会教育の目的とし、「社会教育の自由」を侵さない範囲で、社
会教育行政に条件整備を求める立論を進めてきた。この議論においては、行政と住民とが、
対抗的関係を持ちながらも、法という場あるいは装置を通じて、一定の共役関係にあるこ
とを前提としていた。しかし、現在の政策動向を捉えるためには、行政と住民という二項
にコミュニティを加えた上で、行政とコミュニティの関係、住民とコミュニティの関係に
ついての捉え直しを行い、コミュニティを捉える理論的視角を検討することが必要となる。 
	 第2の課題は、コミュニティに社会教育に関する実証的な検討を進めることである。1970
年代に成立した「権利としての社会教育」の考え方を基本にした社会教育行政論では、1990
年代以降の規制緩和の動向や、生涯学習政策のもとでの社会行政組織の再編は、学習権を
保障するための条件整備の後退として捉えられることになる。しかし、本来問われるべき
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は、この再編によって、生活の拠点であるコミュニティがどのように変容し、住民の生活
にどのような影響を及ぼすかという点である。あるいは、コミュニティの変容が住民の学
習にどのような影響を与えるのかという点も重要となる。これらの点を捉えるためには、
行政組織の再編だけでなく、この再編によってコミュニティの秩序、あるいは住民自身が
どのような影響を受けるかを捉えることが必要となる。 
	 この2つの課題に対応して、本論文では、第1部でコミュニティと社会教育に関する理論
的検討を行い、行政とコミュニティ、住民の関係についての理論的視角の提起と、社会関
係資本という研究視角のもと、コミュニティについての実証的研究を進めるための枠組み
を提示することにした。第2部では、社会関係資本の観点に基づき、計量分析と事例研究を
進めることによって、コミュニティの構築における社会教育の役割を示すことを試みた。 
 
 
2.	 コミュニティと社会教育に関する理論的検討（第 1部）	 
	 
	 第1部では、行政と住民との間の対抗的関係の見直しと、コミュニティを含めた行政と住
民との新たな関係性を提示することを目的とした。従来の社会教育行政論においては、住
民参加・住民自治を行うための「主体形成」を社会教育の目的とし、そのために「社会教
育の自由」を侵さない範囲で、社会教育行政に条件整備を求める議論を立ててきた。ここ
での行政は、住民と対抗的な関係にはありながらも、対抗的関係を有する住民の育成を、
社会教育を通じて行うという矛盾を内包する存在として位置づけられてきた。行政と住民
との関係は「対抗的相補性」を有するものとして捉えられていたと言える。 
	 しかし、1章で述べたように、生涯学習政策がコミュニティ政策と関連を持つ現在では、
行政が住民に社会的な活動への参加を促し、自らの責任において学習機会の創出と社会活
動への参加を求めていくという流れが見られ、この点において、行政対住民という二項対
立的図式自体を見直していく必要がある。このためには、行政と住民、その中間にあるコ
ミュニティとの間の関係をどのように捉えるかが課題になる。この新たな図式を描くため
に、行政とコミュニティの関係、住民とコミュニティの関係についての捉え直しを行うと
ともに、コミュニティを捉える理論的視角を検討することが重要となる。そこで、2章で行
政とコミュニティの関係の検討、3章で住民とコミュニティとの関係の検討、4章でコミュ
ニティを実証的に捉えるための理論的視角について、順次検討を行った。 
	 
（1）	 コミュニティを巡る政策の動向と課題（2 章）	 
	 2章では、行政とコミュニティの関係を問うために、2000年代以降のコミュニティに関す
る2つの政策の検討を行った。この2つの政策は、地域の様々な活動に住民が参加すること
を求めるもので、「参加する市民」という「市民社会論的前提」を暗黙のうちに措定して
いることに特徴がある。そして、この政策の動向には、行政というシステムと、コミュニ
ティとの間での大きな方向の転換が含まれていることにも留意する必要があることを指摘
した。 
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 コミュニティに関する政策動向の1つは、社会教育行政の担ってきたコミュニティ形成の
機能に期待をかけ、社会教育行政をまちづくりやコミュニティ政策の中に包摂していこう
という動きである。この点については、コミュニティ政策の進展に伴って、公民館の統廃
合の動きや、あるいは社会教育の業務の補助執行などといった事態が生じていることから、
批判的な検討が行われることが多い。1970年代のコミュニティ政策と比較すると、条件整
備を担ってきた行政の役割は後景に退き、市民に権限や財源を委譲し、従来行政が担って
きた役割の一部を担うことを期待する傾向が見られる。2000年代の市町村合併はこの動き
に拍車をかけ、「地域自治区」制度の導入は、市町村合併後に広域化した自治体において
都市内分権を進めるための具体的な制度設計として捉えられる。しかし、コミュニティ政
策の遂行を巡っては、行政組織とコミュニティ組織との関係や、地域活動の基盤となる「中
間集団」の縮小や解体が問題となる。コミュニティに期待をかけ、地域の「社会関係資本」
に基づいたガバナンスが志向されているにもかかわらず、その根底にある「社会関係資本」
が充実していないとすると、想定されていたコミュニティ・ガバナンスが十全に機能しな
い可能性や、もしくは「社会関係資本」の多寡による地域間格差の問題が生じる可能性が
指摘できる。このコミュニティ政策のもとで、社会教育行政の再編が促されている点が注
目される。 
	 もう1つの政策の動向は、社会教育の果たしてきた人材育成やコーディネート機能を学校
支援という文脈で活用していこうとする流れである。この政策は「学校支援の重点化」と
呼ぶことができる流れである。実際に、2000年代以降、学校経営や教育活動の文脈で保護
者や地域住民への期待が高まっている。しかし、この政策には、（1）ボランティア活動の
次元が縮減されていること、（2）市民の能力形成について配慮がなされていないこと、（3）
参加の背景となる「市民」間の価値の多様性や、ライフスタイルの差異、有する資源の多
寡といった、従来「市民参加」論の中で繰り返し指摘されてきた論点が看過されているこ
となどの問題が内在している。市民の参加を進めていけば、かえって市民の間に新たな「対
立」や「葛藤」が生じることもあり得るため、これらの問題点は看過し得ない。 
	 さらに、このコミュニティに関する政策の動向は、単なる参加の形態の変化ではなく、
統治様式の変更をも伴っていることを指摘した。コミュニティへの参加を求める現在の政
策は、行政に対する住民参加の対象や範囲が拡大し、参加の要請がより広範囲の社会全体
へと広がることを示すものである。この参加の広がりの中で、様々な活動における責任の
所在が不可視化され、曖昧になることによって、住民には参加する「責任主体」と言うべ
き位置づけが与えられていることが問題である。このような参加を巡る変化に対して、住
民個々人が十全に参加するための力量形成を訴える論理は、たとえ住民がその力量形成に
成功したとしても、かえって住民の「自己責任」を問う論理へとつながりかねないという
点で課題を抱えている。このような隘路を抜け出すために、現在の政策の動向をより広い
視点から捉え直し、その問題点を把握することが必要となる。 
	 ここで提示したのが、システムとコミュニティの関係という論点だった。コミュニティ
に関する政策の問題は、行政システムないし教育システムが、コミュニティへの依存度を
高める形に変化しているにもかかわらず、その稼働条件であるコミュニティの形成につい
ての配慮がなされていないという点に集約される。ここでいうコミュニティは、単に一定
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の地理的な範囲や、生活単位を示すものではなく、社会関係、その関係の中で共有されて
いる規範やルール、信頼、その総体としての「社会関係資本」などを含むものである。行
政システムと、このシステムを取り巻く外部のコミュニティとの関係を考えると、コミュ
ニティへの参加の保障は、システムの「公共性」を担保する条件となり得る。逆に言えば、
システムがコミュニティへの依存度を高めている現在、コミュニティに住民がどのように
関わるかという視点なくしては、システムの機能について考えることは難しくなると言え
る。 
	 ここから、行政というシステムの外側にあるコミュニティの実態に関する実証的な研究
と、システムとコミュニティとの相互作用の分析について研究を進めていくという見通し
が描かれることになる。1章で述べたように、これまでの社会教育行政論では、住民の自治
能力を保障するための社会教育行政の再編の動態を批判的に捉えながらも、その組み替え
を住民の自治能力の形成に期待するという、隘路に陥りがちであった。この隘路を抜け出
すためには、住民と行政との媒介項としてのコミュニティを実証的に捉え直す研究が求め
られるというのが2章の結論である。 
	 
（2）	 主体形成論の批判的検討（3 章）	 
	 3章では、住民とコミュニティの関係について検討を行うために、社会教育行政論の根底
にある主体形成論について考察を行った。社会教育の領域における主体形成論は、「権利
としての社会教育」の見方に基づき、行政に対する住民運動の持つ「対抗性」に関する議
論から形成されてきた。この議論は、運動の中でなされる自己形成を重視するものだった。
このような「権利としての社会教育」論を支えてきたのは、人々が学習を通じて「抑圧」
されている構造を自覚し、行政への「対抗的参加」によってその構造を変えて行くという
論理であった。ここでは、社会に関わる「参加」という行為が、「自発性」「主体性」を
包含するものであり、そのことが現在の社会の仕組みを組み替える上で大きな力を持つこ
とが期待されていた。 
	 この主体形成論に対し、1970年代にはコミュニティと教育に関する議論の中で、疑義が
呈された。ここで、松原治郎の「地域教育システム化」論と、藤岡貞彦の「地域教育計画」
論との間での論争を取り上げ、この議論に含まれる論点を見ることにした。この論争は、
松原らの議論が「上から」、藤岡の議論が「下から」のコミュニティ形成を目指そうとす
るものであったと見られがちである。しかしこの点については、松原の議論が、地域の教
育システムの形成という観点から、行政の働きかけに留まらず、コミュニティの秩序の分
析とその教育的な組織化に焦点を当てている点と、藤岡の議論が、その秩序自体を問い直
す運動と、その中での住民の主体形成に焦点を当てている点にこそ注目すべきであること
を指摘した。 
	 松原の「コミュニティ」を巡る議論は、地域の一定の範域の中での「共同性」に焦点を
当てた点、地域社会の相互作用や規範に注目した点では、後述する社会関係資本の議論と
の親和性を有する。ただし、この議論では、ある種の「共同性」が「コミュニティ」の要
件とされているため、そうでない社会関係が「コミュニティ」として位置づけられず、捨
象される可能性を有している。ただし、地域社会の教育資源を総合的に把握し、「コミュ
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ニティ」との関連性を問おうとした松原の研究姿勢は、地域社会の中に埋め込まれた「教
育」や「学習」の機能を可視化していこうとする点で、社会教育研究として注目すべき価
値を有している。一方、藤岡の「地域教育計画」の議論は、保護者や地域住民の教育要求
の集合化と、これに基づく地域教育の計画化という運動を支持するもので、コミュニティ
教育論の1つの形であると見ることもできる。松原が描いた「地域教育システム」を静態的
なものと捉えるのでなく、地域の社会的ネットワークに埋め込まれた主体の学習によって、
不断に組み替えられる1つのプロセスとして捉えることによって、両者の議論を統合的に把
握することが可能となることを述べた。 
	 さらに、松下圭一が提起した社会教育の「終焉」論は、主体形成論に対し、より根本的
な疑問を呈するものだった。当時、松下の議論は社会教育関係者からは批判的に受け止め
られ、生産的な議論が行われたとは言いがたいが、その議論を松下の市民社会論の中に位
置づけて読み返すと、重要な問題提起がなされていたことが明らかとなる。すでに「大衆
社会論」から「都市型社会論」へと理論を展開させてきた松下にとって、1980 年代以降の
議論の焦点は「市民的人間型の形成」から「市民文化の成熟」へと移行してきていた。さ
らに、これらの議論の中で社会教育行政に対して、市民文化活動を対置する考え方は一貫
していることも明らかになった。以上のことから「社会教育の終焉」論は、市民社会への
転換を指向した論考であると位置づけられる。一方、この時期の社会教育論では、1 章で見
た通り、農村型の社会教育から都市型の社会教育への移行が問題とされていた。このよう
に、社会教育の「終焉」論と、「終焉」論への批判は、議論の射程とする範囲が異なるこ
とによって、生産的な論争にならなかったものと考えられる。 
	 松下の議論は、社会の変化に応じて、その前提とする主体を、「近代的」な市民から「現
代的」な市民へと転換させることを提起したという点で、画期的なものだった。しかしそ
の議論は、「市民社会論的前提」を置いてしまうことで、市民社会を担う「主体」がどの
ように「形成」されるのかという問題を議論の前提の部分で乗り越えてしまっていること
が問題である。この点については、社会教育の中で主体形成論が展開されてきたものの、
自発性や主体性を軸にした理論構成にも問題がある。1 つは、参加の有する社会的機能への
眼差しが希薄になるという点であり、もう 1 つは自発性や主体性が育まれる過程や環境へ
と注意が向かない点である。 
	 前者の問題については、すでに 2 章で触れた通りであるが、社会教育の意義を考える上
で、後者の課題は避けることのできない問題であると言える。松下の議論を引き受けつつ、
社会教育の意義を主張するためには、どのような環境で主体が形成されるかという観点か
ら、社会教育の役割を問い直す必要がある。このために必要になるのは、社会への関わり
を個人の自律性や主体性に還元する「個体論」的アプローチではなく、社会関係の中で事
後的に主体と客体が構成されていくという「関係論」的アプローチである。この観点に基
づくと、社会教育研究の分析の焦点は、「個人の変容」ではなく、「関係の変容に基づく個
人の変容」に移行することになる。この発想を具体化するために必要なのが、単なる関係
性に注目するだけでなく、行政、コミュニティ、そして住民の三者を分析の射程に含む「社
会関係資本」の議論である。この議論の特徴は、人々がどのような相互関係の中に埋め込
まれているのかという関係論的な視点と、その関係自体がどのように構成されているのか
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という構造的な視点の双方をその射程に収める点にある。 
 
（3）	 「社会関係資本」論と社会教育研究の接点ーコミュニティと社会教育に関する
実証的研究の枠組みの検討―（4 章）	 
	 4章では、この「関係論アプローチ」を実証的な研究に架橋するために、「社会関係資本」
の概念について検討を行い、社会教育研究との接点を論じ、実証的研究の枠組みを示した。 
	 まず、社会関係資本のレビューを行い、特にパットナムの研究に着目した。それ以前の
研究と比べると、パットナムの研究の特徴は、（1）ガバナンスを規定する社会の条件を、
社会関係資本として明確化したこと、（2）「社会関係」を一種の資本と見なすことによっ
て実証的研究を容易にし、経年変化の測定や比較研究への展開を可能としたこと、（3）そ
の発展形として、社会関係資本を構築する介入的研究への可能性を開いたこと、の 3 点に
あると見ることができる。このうち近年のコミュニティ・ガバナンスに関する政策の進展
の中では、（1）に注目が集まっていると言える。 
	 次に、生涯学習や社会教育の領域で、社会関係資本の考え方がどのように活用されてい
るかを見た。OECD や EU という国際的機関では、社会関係資本という考え方の有効性が認
められ、生涯学習政策への反映が図られる中で、この考え方は学習論や能力論の中に包摂
されることになった。これらの政策の中では、社会関係資本を属人的に捉える傾向がある
と言える。また、社会関係資本と生涯学習に関する研究では、教育や学習が、社会関係資
本の形成に与える影響に注目しているが、その多くは、フォーマルな教育や講座といった
教育の機会が、対面的な接触の場を増やしたり、非認知的能力の形成に与える影響を明ら
かにしようとするものである。近年では社会教育の領域でも研究が始められているが、こ
こでは集合財として社会関係資本を捉える視点が重要と考えられている。 
	 これらの先行研究や政策の検討を通じて、社会関係資本の考え方を社会教育研究と接合
して行く際の主要な論点をまとめた。第 1 に、分析の際に、社会的ネットワークなどの構
造的側面と、一般的信頼や互酬性の規範などの認知的価値観のいずれに焦点を当てるのか、
マクロレベルとミクロレベルのどこに分析レベルを設定するかを明確にすべきことを述べ
た。第 2 に、社会関係資本をネットワークに埋め込まれた資源と見なす考え方によると、
社会的ネットワークへの注目には妥当性があることを指摘した。第 3 に、社会関係と、社
会関係資本との差異を明らかにするべきであり、個人間の関係に留まらない、集合的な価
値を追究すべきことを述べた。そして、社会関係資本の「資本」の特徴として、「持続性」
と「外部性」の 2 点を挙げた。第 4 に、社会的ネットワークの基盤となる「関係基盤」と
いう考え方を導入する必要を述べた。特に、「重層性」と「連結性」の概念が注目できる。
第 5 に、社会関係資本の概念を、静態的概念ではなく、動態的な概念として捉え直すとい
う論点を提起した。具体的には、社会関係資本の構築の過程を動態的に捉え、社会関係の
中で営まれる学習や教育を描き出し、この学習や教育が新たな社会関係を紡ぎ出していく
という循環を明らかにすることが必要であることを述べた。 
	 さらに、これらの論点に基づき、実証的研究を行う際の概念の整理を行うこととした。
具体的には社会的ネットワーク研究と「中間集団」の研究のレビューを行い、その上で分
析の枠組みを提示した。この枠組みは以下のような考え方を取っている。まず、（1）住民
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の地域活動への関わりは、「中間集団」を通じた社会的ネットワークの形成によって影響
を受けるものと考えられる。この社会的ネットワークは地域の「関係基盤」に規定された
ものである。具体的には、（2）どのような「中間集団」が存在しているか、そして（3）
これらの集団同士がどのような関係を有しているか、という 2 点によって影響を受ける。
（4）この地域活動への関わりの過程で形成される認知的価値観は、インフォーマルな学習
の過程として捉えられる。（5）この社会的ネットワークと、ここから生み出される協調行
動の蓄積によって、社会的ネットワークや信頼が特定の個人の間で成立するものから、コ
ミュニティへと広がった時に、社会関係が「持続性」と「外部性」を持った「資本」に転
じる。つまり、個々の社会的ネットワークに注目するだけでなく、各地域において、それ
ぞれの団体・組織がどのような関係を有し、個人がその団体を通じてどのように地域活動
に関わるようになるかを把握し、この関係の蓄積の中で地域の秩序がいかに構成されて行
くのかという過程を捉えていくことが、社会教育研究として重要になるものと考えられる。
さらに、このような実証的な研究の枠組みに基づいて、初めて（6）コミュニティの形成に
あたって、社会教育行政がどのような関わりを持っているのかを追究することが可能とな
る。 
	 以上のように、4 章では、社会関係資本の持つ効果ではなく、社会関係資本の研究に含ま
れる、コミュニティが成り立つ要因やその過程を実証的に検討するという志向性に注目し
た。社会関係資本の理論と実証的な分析概念を取り入れることによって、社会教育行政が
コミュニティの形成に対してどのような役割を果たし得るのか、あるいはコミュニティの
中で住民がどのように変容を遂げるのかといった 1章〜3章で提起してきた問題に答えてい
くための道筋が開かれることになることを述べた。 
 
	 第 1 部の議論を通じて、行政とコミュニティ、そして住民の関係に関する理論的枠組み
が整理されたものと考える。具体的には社会教育行政のあり方を、コミュニティを媒介と
して住民との関係において捉えることで、社会教育行政が住民の関係や意識の組み替えを
通じて、コミュニティの構築へと寄与すること、コミュニティが住民の活動の中で動態的
に構築されていく論理を理論的に捉えることができたものと考えられる。第 2 部ではこの
枠組みに基づいて、計量分析と事例研究を行うこととする。 
 
 
3.	 コミュニティと社会教育に関する実証的検討（第 2部）	 
 
	 第 2 部では、第 1 部の 4 章で設定した「社会関係資本」に関する実証的な分析の枠組み
に基づき、コミュニティと社会教育に関する実証的研究を進めてきた。具体的には、社会
調査の二次分析と、2 つの自治体の事例研究を通じて、個々人の社会的ネットワークが、地
域の「関係基盤」を通じてどのように広がり、地域活動への関わりを生み出すのかについ
て分析を進めてきた。この研究を通じて、地域の社会関係資本が形成される論理と道筋、
その中核にある公民館職員の役割について論じ、社会教育を通じてコミュニティが構築さ
れる過程を示すことができたものと考えられる。 
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(1) 地域活動への「参加」を規定する要因―「中間集団」の役割に着目して―（5 章）	 
	 5 章では、大規模社会調査の 2 次分析を通じて、個人の社会的ネットワークが中間集団を
通じて広がり、地域活動への関わりに結びつくことを明らかにした。具体的には、「中間集
団に所属することで、地域活動への参加が促される」か否かについて、「日本人の民主主義
観と社会資本に関する世論調査、2000」（JEDS-2000）を用いて検証を行った。分析の際に
は 3 つの仮説を設定して分析を行った。 
	 まず、「中間集団に所属することで、地域活動への参加が高まる」か否かについて、町
内会・自治会、地縁団体、市民活動団体、サークル・グループという 4 つの中間集団に焦
点を当て、これらの集団に所属することによって地域の活動への関わりが高まるのかにつ
いて検証を行った。この結果、様々な中間集団に所属することによって地域活動への参加
が高まることが明らかとなった。より詳細に見ると、町内会・自治会や地縁団体という中
間集団は、2000 年代に推進された市町村合併や、コミュニティ政策を経てもなお、地域活
動への「参加」を保障する重要な回路として機能していることが明らかとなった。また、
地域活動への関わりにおいて、市民活動団体やサークル・グループに所属することの効果
が認められたことは強調されて良いものと考えられる。 
	 次に、「中間集団に所属することによって、社会的ネットワークが広がる」という点に
ついては、個人の属性や、社会的要因、居住地区、学歴を統制した上でもなお、社会的ネ
ットワークは中間集団への所属によって広がりを見せることが明らかになった。具体的に
は、町内会・自治会、市民活動団体、サークル・グループへの所属は、親しい友人や知り
合いの人数を増やすこと、地縁団体への所属は親しい友人の数に正の影響を及ぼすことを
示した。 
	 さらに、「社会的ネットワークが広がるほど、地域活動への参加が高まる」か否かにつ
いて検証を行った。この結果、親しい友人の数や、知り合いの人数が増えることによって、
自治会活動への積極的な参加や、地域のボランティア活動への参加が促されることが明ら
かとなった。 
	 これら 3 つの仮説についての分析結果は、（1）中間集団への所属は地域活動への参加に
肯定的な影響を及ぼすが、それは（2）中間集団への所属が社会的ネットワークを広げ、（3）
社会的ネットワークが広がることによって地域活動への参加が促されることによる、とい
う道筋を示すものである。3 つの仮説に肯定的な結果が得られたことによって、中間集団へ
の所属は、社会的ネットワークを広げ、そのことによって地域活動への参加を高めるとい
う、社会関係資本の構築過程が個人レベルでは実証されたと言える。 
	 このことが持つ示唆を考えると、中間集団は、その集団の目的に掲げている活動を行う
に留まらず、社会的ネットワークを広げることによって、住民の地域活動への参加を促す
役割を担っているということが言える。これは、市民活動団体に所属することが、市民活
動に留まらず町内会・自治会への積極的な参加につながったり、あるいは趣味や教養、楽
しみとの関連が深いと考えられるサークル・グループへの所属が、町内会・自治会の活動
や地域のボランティア活動への参加を促すことによって例示されている。町内会・自治会
や地縁団体への所属率が下がっている 2000 年代においても、地域活動への関わりは、「中
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間集団」に所属し、そこで社会的ネットワークが育まれることによって支えられているこ
とを明らかにしたことには重要な意味があると考えられる。この構造が、2000 年代を通じ
て一貫したものであることは補論 1 で明らかにされている。 
	 また、明確に公共的な目的を掲げないサークル・グループであっても、活動を通じて様々
な種類のネットワークを形成し社会関係資本の形成に寄与することで、公共性の基盤とな
り得るということも指摘できる。このことについては、補論 2 でも別のデータを用いて検
証を行っている。従来の市民社会論では、明確に社会的目的を掲げる市民活動団体に焦点
が当たりがちであったが、サークルやグループも社会関係資本の形成に重要な役割を担っ
ている可能性がある。中間集団への所属を通じて、社会的ネットワークが育まれるという
観点から、中間集団に関する議論を組み直していくことが必要であると考えられる。 
	 ただし、どのような中間集団であっても、地域活動への「参加」に結びつくとは一概に
言えない。ここで重要になるのは、地域の社会的ネットワークの中で、これらの中間集団
が占める位置、あるいは中間集団相互の関連性である。つまり中間集団は社会的ネットワ
ークの「関係基盤」としての位置を占めるとしても、この「関係基盤」自体が各地域でど
のように構成されているのかという点が問題となる。 
	 2000 年代の政策動向を見ると、既存の中間集団に代わり新しい中間集団の組織化が進め
られていることが分かる。この章で見てきたように、中間集団が個人の社会的ネットワー
クを広げ、地域活動への参加を促す役割を果たしているとしても、その「関係基盤」自体
が変容しつつある現状を、事例に即してつぶさに見て行くことが必要になる。この事例研
究においては、（1）中間集団への所属が、どのように地域活動への「参加」を促すかとい
う過程と、（2）地域における中間集団の構造ないし、集団相互の関係の変容に焦点を当て、
地域活動への「参加」の道筋を検討していくことが課題となる。 
	 
(2) 地域活動を通じた社会関係資本の構築過程―長野県飯田市の分館活動を事例とし
て―（6 章）	 
	 6 章では、飯田市の 20 地区のうち、上郷地域、鼎地区、龍江地区という 3 つの地区の公
民館体制と分館活動を取り上げ、社会的ネットワークが、地域の中間集団と結びついて拡
張され、地域活動への参加を促すという、社会関係資本の構築過程について記述を行った。
具体的には 3 つの問いを設定し、このそれぞれについて検証を行った。 
	 第1の問いは、分館活動を通じて、地域にどのような社会的ネットワークが形成されてい
るかというものである。まず、地域の活動に関わる際には、大きく分けて2つのルートがあ
ることを明らかとした。1つは、自治会を通じて持ち回りで担われる各種委員である。分館
の文化、体育、広報などの部員は、この自治会選出の委員によって充当されている。もう1
つは、地縁団体に基づくルートである。この地縁団体では、個人が団体に所属することに
加えて、団体が地域の行事や分館活動を通じて他の団体と結びつくことで、地域の社会的
ネットワークを形成している。具体的には、（1）地域の団体は、その構成員が重複し、（2）
地域の祭りや運動会といった行事に参加しお互いに顔見知りになり、（3）団体活動が新た
な関係性につながることを通じて、地域の社会的ネットワークを構成していることを明ら
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かとした。この地縁団体と分館とのつながりは、分館活動を支える母体として重要な役割
を有しているが、同時にこの社会的ネットワークには男女差があることも指摘した。 
	 次に、分館活動の内部の社会的ネットワークの形成の過程に焦点を当てた。この作業を
通じて、分館の役員になる人材が選ばれる基準は、地縁団体での活動への評価とそれに基
づく「信頼」であることが明らかとされた。地縁団体での熱心な活動が周囲から評価され
ることで役員を委嘱されるというだけでなく、自身が役員になった時に、団体活動を通じ
て築かれた社会的ネットワークを利用して、親しい知人に役員を依頼することができると
いう点でも地縁団体に所属する意味は大きいものと考えられる。この意味で地縁団体は、
分館の役員を輩出していくための「ストック」としての役割を果たしていると見ることが
できる。この地縁団体への所属に基づく社会的ネットワークを基本として、地区によって
は、職場や学校を介したネットワークがこの関係を補足することによって、徐々に分館役
員へと地域住民を誘っていく仕組みができあがっており、分館役員を続けていくことで、
分館長など地域の中心的なアクターとして育成されていくことも明らかとなった。 
	 さらに、社会的ネットワークの形成の過程における地区の差については、上郷地域や鼎
地区に比べて、龍江地区は、比較的人口規模の小さい地区で分館を取り巻く団体も少ない
ため、団体を介したつながりは見られず、分館役員としても、学校を介したつながりが主
となっていることを明らかとした。また上郷地域と鼎地区でも地区内に存在する団体やそ
の構造は異なるため、分館を中心とした社会的ネットワークの構造は若干異なっているも
のと考えられる。 
	 第2の問いは、分館活動を通じて築かれる社会的ネットワークの持つ構造的・認知的特性
に関するものである。まず、社会的ネットワークの形成の持つ構造的特性は、「関係基盤」
の「重層性」にあると考えられる。飯田市における地域活動への「参加」は、基底となる
「中間集団」への所属と、分館での活動という二層構造をなしており、1つの団体への所属
が終わっても別の団体に所属することで、その関係が継続する構造となっている。この垂
直的なつながりと別に、壮年団や消防団におけるつながりや、女性団体同士のつながりが
水平的なネットワークを作り出すことによって、住民の関係は、複数の中間集団への所属
が重なり合い、より密で強固なものになりやすくなっていた。この重層的な団体同士のネ
ットワークによって築かれた住民同士の社会的ネットワークが、分館の役員へのルートと
して有効に活用されていることも明らかとなった。ただし、これは同時にネットワークの
構造上の弱みでもあることも指摘した。この弱みとは、ネットワークの重層性が凝集性に
つながり、新たな構成員を受け入れにくいこと、地縁団体を基礎にした関係であるために、
サークルやNPOとのネットワークが築けていないことを指す。 
	 次に、社会的ネットワークの形成の持つ認知的特性として、「遠慮がちな社会関係資本」
という特性を指摘した。つまり、地域活動への参加は、必ずしも積極的に行われるもので
なく、地域の社会的ネットワークに埋め込まれた「お付き合い」あるいは「お互い様」と
いう感覚によるものであることを明らかにした。さらに、この意識は、通常出会うことの
ない新たな人々との出会いや、活動の過程での自身の地域への意識の変化を通じて、楽し
さに変わってくる可能性を示した。つまり活動に関わる当初は、「お互い様」という消極
的な意識であったとしても、地域内の他の住民との「つながり」ができることによって、
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地域に対する意識を持ち、地域のために何かをしたい、することが楽しいという感覚へと
転ずる意識の組み替えが起きることが、分館活動を通じた社会的ネットワークの認知上の
特性であると言える。この認知的価値観の変化は、社会的ネットワークに基づくインフォ
ーマルな学習の過程として捉えられることを述べた。 
	 第3の問いとして、社会的ネットワークが「地域自治組織」の導入によって変化を起こす
かを検証したが、制度が導入されて間もないこともあり、明確な答えを出すことはできな
かった。これまで、自治会と公民館とは「車の両輪」であるとされ、公民館に地域活動の
中核を担う人材育成の機能が期待されていた。現時点で、「まちづくり委員会」という新
たな仕組みが「足かせ」になるのか、それとも新たな情報共有の経路になるかは定かでな
い。ただし、公民館活動を積極的に担う世代と、自治会活動を中心的に担う世代とがどの
ようにつながっていくのかが地域活動の「持続性」を担保する上で重要な論点となること
を指摘した。 
	 6 章の最後では、以上の飯田市における分館を通じた社会関係資本の構築過程が、コミュ
ニティと社会教育との関連を考える上で、3 つの示唆を有していることを示した。第 1 に、
コミュニティにおける社会関係資本の構築においては、地縁団体や自治会という中間集団
における顔見知りの関係が基本になるということである。第 2 に、中間集団の相互連関や
布置が、地域の活動への関わりを規定し、この地域の社会的ネットワークに埋め込まれる
ことによって、公民館や分館はその教育的機能を発揮しているということである。第 3 に、
地縁団体から分館での活動を通じて、地域の活動に関わっていく過程で、最初は周りから
促される形で消極的に関わっていた住民の態度が、地域を意識した積極的な態度に組み替
わっていく点に、インフォーマルな学習の過程を見ることができることである。社会教育
は、中間集団という「関係基盤」を通じて社会的ネットワークの構築に関わり、インフォ
ーマルな学習を促していく可能性を有する。 
	 
(3) 学校支援を通じた社会関係資本の再構築の過程―大分県佐伯市の「協育ネットワ
ーク構築推進事業」を事例として―（7 章）	 
	 7 章では、「学校支援」に関わる事業を進めることで、社会関係資本の再構築を進めてい
る大分県佐伯市の事例を取り上げた。佐伯市では、市町村合併の以前から、（1）地縁に基
づく関係が衰退を見せ、（2）青少年関係の団体の活動もほとんどの校区でなくなり、（3）
結果として地縁に基づくネットワークが構成されにくい状況となっていた。同市では、こ
の地域課題に対し、学校支援を行うネットワーク事業を通じて、社会的ネットワークを再
構築しようという試みを始めている。この試みについて、2 つの問いを設定して検証を行っ
た。 
	 第1の問いは、事業を実施する前後で、「学校支援」の状況はどのように変化したのかと
いうことである。この事業では、公民館に校区コーディネーターを配置し、校区ネットワ
ーク会議や青少年健全育成会議の組織化を進めながら、地域人材を活用した「学校支援」
を進めてきた。この事業について、事業実施前に学校関係者や公民館関係者にインタビュ
ーを行ったところ、全体としては、これまで比較的受け入れがスムーズに行われていたゲ
ストティーチャーや部活動の指導者としての受け入れを促進しつつ、現在人手が不足しが
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ちな環境整備の活動にも協力を求めて行くという形で、地域人材の活用が進んで行くと予
測された。その後、数年間の事業の中で、（1）当初は小学校が中心だったが、2年目以降、
中学校でもキャリア教育での活用が促進され、（2）対象とする校区も広がり、19校区全て
において校区ネットワーク会議や青少年健全育成会議が組織されることとなった。この結
果、5年間の事業を通じて、事業数、ボランティア数とも着実に伸びを見せている。「学校
支援」の内容は、登下校指導か、読み聞かせや総合的な学習の時間での活動が中心である
ものの、それ以外の活動も少しずつ充実を見せていることが明らかとなった。 
	 第2の問いとして、「学校支援」に関する事業の実施に伴って、地域の社会関係資本がい
かに変化するかを検討した。まず、学校と公民館の関係について、日常的な教職員と公民
館職員の交流の様子や程度に注目した。インタビューでは、学校ではなく公民館にコーデ
ィネーターを配置することにより、教職員の心理的なコストが軽減されること、校区コー
ディネーターが制度的に位置づけられることによって、学校側はこれまでのインフォーマ
ルな関係に比べて依頼がしやすくなり、学校外部の職員やコーディネーターからすれば、
学校に入りやすくなったことが挙げられていた。ここから、学校と公民館の関係について
は、事業が実施されたことにより、日常的な職員交流が促進される可能性があることを指
摘した。実際に、事業実施3年目を過ぎた頃から、コーディネーターによって学校の教職員
の姿勢の変化が手応えとして示されるようになっている。 
	 次に、地域に存在する団体・組織の「再編」の状況を検討した。事業実施前の段階で指
摘されていたのは、これまで地域の社会的ネットワークを構成してきた青年団や婦人会な
どの地縁団体の活動が停滞しているという状況である。地域のリーダー育成を担っていた
これらの団体がなくなったことで、行政と地域とのつながりも薄くなっていた。これに対
して、同市では「学校支援」という名目で、青少年健全育成会議や校区ネットワーク会議
を組織することにより、市町村合併で壊れてしまった組織の再編成を行う事業を開始した
のである。この校区ネットワーク会議には、行政関係者、学校関係者、各種委員が参加し、
「意見交換」や「情報交換」を通じて、校区内で子どもの教育に関わっている教員や住民
の間の社会的ネットワークを形成している。もう1つの注目すべき動きは、停滞している既
存の組織では「学校支援」を行えないという課題に直面することによって、組織・団体の
活性化や組織化、「転用」が起きていることである。校区ネットワーク会議などでの関係
者の話し合いが、このような組織再編のきっかけになったということは注目に値する。 
	 ここから導かれるのは、中間集団が現在活動していなくても、そこで築かれた社会的ネ
ットワークが全くなくなるわけではなく、校区ネットワーク会議や青少年健全育成会議を
通じてネットワークの中心的な人物を集めることによって、既存の社会的ネットワークを
有効に活用できる可能性である。ここでは、既存の中間集団の「連結性」を強化すること
によって、この「関係基盤」上の社会的ネットワークを活性化することが試みられている
のである。ただしこの試みは、基礎にある中間集団自体の充実なくしては限界に直面する
可能性がある。 
	 さらに、社会的ネットワークが形成される過程で、「信頼」がどのように変化するかを
検討した。事業実施前から、一部の学校では、教職員は住民に直接的・対面的に接触する
ことにより、インフォーマルに協力を依頼していた。このような特定の社会関係に基づく
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信頼ではなく、より広い「一般的信頼」に組み替えていくことが事業の目標とされ、学校
の「外部」の地域人材を受け入れるに当たって、仲介の「窓口」たるコーディネーターに
信頼のおける人物を置くことによって、コーディネーターへの信頼を根拠にして新たな地
域人材を受け入れていく体制作りが試みられていた。この信頼関係の維持や発展のために
は、既存の社会関係に基づく信頼を利用するだけでなく、活動への評価やフィードバック
という一定の「投資」を行うことが必要であること、「信頼」を広げていくために、地域
住民に対して「学校支援」に関する活動を周知していくことが重要になることを指摘した。 
	 このような佐伯市における学校支援を通じた社会関係資本の再構築の過程は、コミュニ
ティと社会教育との関連を考える上で、3 つの示唆を有している。第 1 に、既存の中間集団
を利用したネットワークの再構築の方法である。佐伯市では、中間集団の縮小や解体によ
って見えにくくなっていた地域の社会的ネットワークを可視化し、このネットワークを活
用して、新しい社会的ネットワークを築こうとしていた。この方法は、既存の「関係基盤」
を有効に活用し、会議体を組織することによって「関係基盤」の「連結性」を高めたり、
別の形で「関係基盤」を再組織化していくことによって、地域の社会関係資本の充実を図
ろうとするものだった。「学校支援」は、この新たなネットワークを形成するための枠組
みとして設定されたと捉えられる。 
	 第 2 に、ネットワークの構築における「信頼」の役割である。中間集団という対面的な
接触の場面が減少した時の、新たな「信頼」形成の過程が注目に値する。この過程は、ま
ず信頼のおける人物からの紹介を基盤にして、その後の活動を通じてお互いに理解し合う
ことで、関係に広がりが見られるというものである。ここから言えることは、中間集団と
いう「関係基盤」が崩れた場合にも、それを代替するような対面的な接触の機会を創出す
ることが重要であり、この関係を起点にして、社会関係資本の構築がなされていくという
ことである。各公民館にコーディネーターを配置していくことの意味は、地域の新たな社
会的ネットワークを構築する上で重要な「信頼」を担保することに見出される。 
	 第 3 に、社会的ネットワークを構築することの 2 つの意味である。1 つは、新たに構築さ
れたネットワークを通じて「学校支援」の人材を探すことが可能になるということである。
もう 1 つは、築かれたネットワークが別の目的にも「転用」可能であるということである。 
	 以上の点は、社会教育を通じてコミュニティの再構成を試みることによって、地域の様々
な教育的機能が充実していくという道筋を示している。地域の「関係基盤」の「連結性」
を高め、「関係基盤」を再構成することを通じて、社会的ネットワークを組み直していく
という社会教育の役割は、現代においても重要な意義を持つものと考えられる。 
	 
(4) 地域の社会的ネットワークと社会教育関係職員の「専門性」の関係（8 章）	 
	 さらに、8章では、長野県飯田市の公民館主事と、大分県佐伯市の校区コーディネーター
の事例を取り上げ、公民館の職員は地域の社会的ネットワークのどこに位置づけられるの
か、このネットワークの中で職員はどのように力量形成を行っているのか、これらの役割
はこれまでの社会教育論で期待されてきた役割とどのように異なるのかを明らかにした。 
	 まず、従来の公民館職員の「専門性」に関するアプローチを3つにまとめ、その関係につ
いて考察を行った。公民館職員の「専門性」を巡る代表的なアプローチは、職員の「専門
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性」を「専門職化」に結びつける考え方で、住民の学習権保障という視点に立脚し、職員
の身分の保障や安定性に着目する視点である（権利論的アプローチ）。一方、公民館主事
の「専門性」をその内容や職務という点から把握し、公民館主事に固有の役割を明らかに
しようという機能論的アプローチも存在する。ここでの職務とは、公民館職員としてなす
べき職務を示すもので、その職務を遂行するための能力が「専門性」と呼ばれている。こ
こから、機能論的なアプローチは、権利論的アプローチに立脚したものであると位置づけ
られる。その後これらのアプローチに対しては、学習内容についての検討や、職員と住民
の関係性に関する検討が不十分であるという批判がなされた。近年では成人学習理論の知
見を取り入れ、公民館職員の「専門性」に迫ろうとする、学習論に基づいたアプローチも
見られるようになった。 
	 次にこの3つのアプローチの関係を示し、8章の分析の観点を導出した。まず、権利論で
は、職員の「専門性」を「専門職」としての地位の保障に求めているが、これは、住民の
学習とそれを通じて形成される社会的ネットワークの保障という点で重要な意味を持つ。
しかし、社会的ネットワークの形成には、職員の身分保障は十分条件ではなく、専門的な
知識やスキル、経験が求められるため、職員の実践的な能力の形成の方法を考えるのが機
能論的アプローチである。しかし、このアプローチは、演繹的であるため、具体的な道筋
が描けず、成人学習論に基づく学習論的アプローチが要請されることになった。ただし、
学習論的アプローチは、学習支援という「専門性」の保障のために、職員の身分保障を求
める点で、権利論的アプローチともつながりを有する。 
	 このように3つのアプローチは、学習や実践の場における、職員と住民、学習者の社会的
ネットワークを基盤にして相互循環的な関係をなしており、社会的ネットワークの保障の
ために必要な条件整備や力量形成の仕組みが「専門性」に関する議論として展開されてき
たと言える。しかし、この基盤にある社会的ネットワークの動態を、職員、学習者、住民
による相互の対話と変容に注目して捉えていく試みは決して十分でなかったと言える。公
民館職員の「専門性」の中核には、学習者、住民との間の社会的ネットワークがあること
を考えると、職員と住民の相互の対話と変容の中から立ち上がってくる「専門性」につい
て考察することが必要になるものと考えられる。そこで8章では、公民館職員の語りを通じ
て、職員が、地域の社会的ネットワークの中でどのように活動しているのか、その中で職
員は何を学んでいるのかを見ることにした。 
	 まず、長野県飯田市の公民館主事の事例の検討を行った。飯田市において、公民館主事
は、20代から30代の「若手」が異動の中で経験する1つの職務であり、異動前に「専門性」
と呼べるような内実は存在しない。公民館への異動前に「専門性」が期待されるのではな
く、公民館で勤めることを通じて「地域に育てられ」戻ってくることが期待されているこ
とが特徴である。ここで身につけられる「触媒」としての役割や、「利害調整」「人脈」
づくりといった「手法」は、異動後の行政の職務においても、住民の側に立ち、住民の目
線で仕事をするといった方法で活かされている点で重要である。 
	 この「専門性」の構造は、6章で見た飯田市の公民館・分館システムと密接な関わりがあ
る。飯田市の公民館はその基礎に分館、さらにその基盤に地区の中間集団が位置するとい
う三層構造をなしている。公民館主事は、この構造のもとで、本館で専門委員会の部員と
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ともに活動をすることによって、地域活動の中で得られた経験や知識、時には彼らが有す
る社会的ネットワークを参照することが可能となっているものと考えられる。このように、
飯田市の公民館主事は、地域の社会的ネットワークの三層構造の上層で地域活動の中心的
人物に触れ合うことにより、比較的短い時間で地域のことを理解できるようになるものと
考えられる。このネットワークの構造によって、公民館主事がその力量を高めるのに必要
な「手法」を学ぶためのインフォーマルな学習機会が作り出されていると言える。 
	 次に、佐伯市の校区コーディネーターの事例を検討した。佐伯市では、学校と地域をつ
なぐ「窓口」として、公民館に社会経験の豊かな校区コーディネーターが配置されており、
その多くは50代から60代で、その社会経験を一種の担保として、学校や地域での人材のリ
クルートを任されている人々である。すでに多くの社会的ネットワークを有するコーディ
ネーターは、学校と地域をつなぐ「仲介役」や「パイプ役」として、もしくは活動の触媒
になるという意識を持って活動を行っている。活動を通じて、「関係基盤」としての中間
集団を活性化し、集団同士をつなぎ直していくことで、既存の社会的ネットワークを編み
直していく役割が期待されていると言える。一方、元々の社会的ネットワークが少ないコ
ーディネーターの場合にも、公民館におけるつながりや、校区ネットワーク会議での対面
的な接触を通じて、新しく社会的ネットワークを広げていくことが可能な構造が存在する。
それは、校区コーディネーターが公民館に配置され、校区ネットワーク会議の事務局を務
めることにより、地域の中で中心的な存在である住民との接触の機会が開かれている点に
求められる。これらの点を総合すると、校区コーディネーターは、地域の社会的ネットワ
ークの中で、その「専門性」を育んでいると言える。 
	 このように、飯田市の公民館主事、佐伯市の校区コーディネーターの事例を見ることを
通じて、社会的ネットワークを基盤にした「専門性」の存在を示すことが可能となった。
どちらの事例でも公民館職員の有する「専門性」が意味するのは、地域についての知識、
具体的には地域での社会的ネットワークに知悉していることか、あるいは地域の社会的ネ
ットワークへのアクセス可能性の高さである。 
	 以上の事例の検討を通じて、公民館に配置される職員は、行政の職員でありながら、地
区の社会的ネットワークに埋め込まれることで、行政と地域社会とをつなぐ接点としての
役割を果たしていることが明らかとなった。地域住民から見た時に、行政の「職員」であ
るという肩書きは、住民からは捉えづらい地域の社会的ネットワークの結節点を指標する。
さらに、行政によって公民館に配置される職員は、その職務上、地区の社会的ネットワー
クの中に、埋め込まれざるを得ないが、逆に言えば、地域の社会的ネットワークに埋め込
まれていくことによって、地区の住民と「顔見知り」になり、住民のニーズや要望を、教
育行政に留まらず一般行政にも伝えていく存在ともなり得る。この意味で、公民館職員は、
行政職員でありながら地域社会の一員でもあるという二重性を有している。 
	 かつての公民館職員の「専門性」論においては、「教育専門職」であり「自治体労働者」
であるという二重性が問題にされ、この接点から「専門性」論を組み立てようという試み
が見られた。しかしここでの二重性は行政対住民という外在的矛盾と、その矛盾を反映し
た法における内在的矛盾を問題にしたものであった。これに対し本章では、行政と住民と
いう二項の間に位置するコミュニティの構成に着目し、行政の職員でありながら、コミュ
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ニティに埋め込まれ、住民との社会的ネットワークを築いていくことによって、行政と住
民とを媒介していくことに職員の「専門性」の根拠を見出した。これは、コミュニティを
構築し、社会関係資本を蓄積する上で、社会教育の職員が依然として重要な役割を担って
いるということを示すものでもある。 
	 
(5) 第 2 部の議論のまとめ	 
	 第 2 部では、「社会関係資本」の視点を導入することで、ミクロ（個人レベル）の社会的
ネットワークと、地域の社会的ネットワークを媒介する、中間集団の有する意味、あるい
は地域の社会的ネットワークの結節点に位置づく職員の役割を俎上に載せることができた
ものと考えられる。計量分析と事例研究を通じて、社会教育行政は、公民館などの地域施
設に職員を配置することで、地域の「関係基盤」と接触を持ちその教育的機能を発揮でき
ること、「関係基盤」を形成したり、基盤自体を再編したりすることを通じて、地域の社会
関係資本の形成に資することを示すことができたものと考えられる（図 4 参照）。 
 
 
図4	 コミュニティにおける社会関係資本の構築過程と社会教育の果たす役割	 
 
	 まず、5 章で示したように、個々人の社会的ネットワークは、所属する地域の中間集団に
よって影響を受け、このネットワークは地域の活動という協調行動へと住民の参加を促す
機能を持っている。しかし、この中間集団という地域の「関係基盤」の構成は、地域によ
って異なる。そこで、2 つの事例を通じて、「関係基盤」の構成のあり方について論じるこ
ととした。すでに 4 章で示したように、「関係基盤」の構造においては、「重層性」と「連
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結性」が重要である。6 章の飯田市の分館活動における社会関係資本の構築過程を見ると、
ある団体への所属が別の団体への所属と結びつくことで、中間集団は、地域の活動への参
加を促すだけでなく分館役員への経路ともなっていた。つまり同市では、中間集団という
「関係基盤」の「重層性」が高く、このことが地域の社会的ネットワークをより強固なも
のにし、地域の活動に関わる住民を確保することに役立ってきたと言える。 
	 飯田市では、地域住民の社会的ネットワークが複数の「関係基盤」の上で重なり合って
いることによって、様々な地縁団体に所属する住民がつながりやすい構造が形作られてい
る。分館で行われている、様々な行事やイベントは日常意識されない「関係基盤」に基づ
く社会的ネットワークを可視化するという点で重要な意味を有する。また、しばらくの間、
団体で活動していなくても、社会的ネットワークが容易に摩耗しないのも、同一の「関係
基盤」に属していたという点から説明される。ただし、このような「関係基盤」の「重層
性」は、社会的ネットワークの凝集性を生み、新たな住民の参加を阻害する要因にもなり
かねない。 
	 一方、7 章で取り上げた、佐伯市における社会関係資本の再構築の過程を見ると、校区ネ
ットワーク会議や青少年健全育成会議の組織化は、多様な社会的ネットワークを持った中
間集団の代表者をメンバーに含むことによって、既存の「関係基盤」の「連結性」を強め
ようとする試みとして位置づけられる。この中で、校区コーディネーターは様々な「関係
基盤」を連結させる結節点としての役割を果たしていると言える。この事例では、「学校支
援」という枠のもとで、公民館に校区コーディネーターを配置することによって、「関係基
盤」の「連結性」を強め、既存の社会的ネットワークの転用可能性を高めた点が注目され
る。 
	 この 6 章と 7 章で取り上げた 2 つの事例における公民館に置かれる職員の役割は、地域
における「関係基盤」とその上に位置する社会的ネットワークの中に編み込まれることに
よって、行政と住民とを媒介し、場合によっては「関係基盤」自体を組み替えていくこと
に見出される。 
	 以上のように第 2 部では、社会関係資本という分析概念を用いてコミュニティと社会教
育の関連を見るという目的を設定し、公民館の活動や職員の仲介を経て、住民同士のつな
がりがどのような過程で形成されるかを記述してきた。第 2 部の結論としては、飯田市で
は分館を中心とした地縁団体のつながりによって「関係基盤」の「重層性」が高められて
きたこと、佐伯市では「学校支援」という新たな枠組みのもとで、コーディネーターを結
節点として、既存の地縁団体の「連結性」を強めることによって、社会関係資本の構築を
試みてきたことが明らかになった。 
	 ここから、コミュニティの形成における社会教育の役割は、「関係基盤」の「重層性」
を高め、「連結性」を強める役割をどのように果たすことができるのかという点から判断
されるべきであると考えられる。ここで重要になることは、社会的ネットワークは分析概
念としては重要であるが、住民側、行政側双方にとってその分布を実際に把握することは
できないということである。このため社会的ネットワークを形成するよう行政が住民に対
して直接働きかけることは困難である。実際に行政が働きかけられるのは、社会的ネット
ワークの基礎にある様々な「関係基盤」に対してであり、地域においてこれを代表するの
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が様々な「中間集団」である。つまり、社会教育行政が、地域の社会的ネットワークの構
築を通じてコミュニティの形成を行おうと考えるのであれば、「関係基盤」の形成に重点
化することが有効であるものと考えられる。ただし、この「中間集団」のあり方は、現在
変化を遂げつつある。年齢や性別に基づいて集団に所属を求め、構成員に活動を促すよう
な仕組みが機能しにくくなっている現在では、特定のテーマのもとに既存の社会的ネット
ワークをつなぎ直すという「関係基盤」の形成のあり方についても十分に検討する余地が
ある。佐伯市の「学校支援」というテーマ設定はこの１つの例であると考えられる。 
	 このように社会教育を通じてコミュニティを構築していくことには、活動に関わる人々
のインフォーマルな学習を促す意味もあると考えられる。6 章の飯田市の事例の中で、コミ
ュニティへと意識をむけていく認識の変容は、顔の見える関係での身近な範囲での活動が、
地域全体に関わる活動へと徐々に発展していくことによって促されていくという過程を示
唆した。このことは、中間集団という「関係基盤」が様々な形で重なり合い、相互に関係
を持ち、徐々に地域の活動へとつながっていくことによって、インフォーマルな学習が促
進され、コミュニティ意識という利他的意識が醸成されることを示しているものと考えら
れる。つまり小規模な集団での活動や顔の見える関係での活動は、地域全体での活動と構
造的な連関性を持つことによって、認知的価値観の変容を促すことを示しているのではな
いかと推察できる。このことは、中間集団自体の有する教育機能とともに、中間集団がど
のような関係を持って地域に存在しているかという構造が、インフォーマルな学習にとっ
て重要な要素であるということを示す。つまり、社会教育の存在意義は、中間集団の組織
化に留まらず、中間集団という「関係基盤」の「重層性」を高め、「連結性」を強めること
にも見出されるものと考えられる。 
 
 
4.	 コミュニティの社会教育的構成（9章）	 
	 
	 以上のように、第1部では、住民と行政の間にコミュニティという媒介項を設定すること
によって、行政がコミュニティの形成に関わり、コミュニティの中で住民が学習していく
というモデルが描けることを示した。次に、第2部では、実際にこのモデルがどのように成
立するかを計量分析と事例研究を通じて検証した。 
	 このような検討を受けて、本論文は、社会教育の役割は、住民の関係の形成を通じてイ
ンフォーマルな学習を促し、住民が関係の中で集合的に社会化されることによって、コミ
ュニティを内的に組み替えていくことにあると結論したい。つまり、コミュニティは社会
教育によって動態的に構成される可能性があり、この点に社会教育の今日的意義を見出す
ことができると言える。 
	 生涯学習政策の進展のもとで、社会教育行政は、コミュニティとの関係を問われること
になっている。この点について、従来の議論は、行政と住民との二項対立図式を念頭に置
いていたが、本論文では、この媒介項としてのコミュニティの成立要件を問うことによっ
て、議論の転換を図ることにした。そのための具体的な装置として導入したのが、「社会
関係資本」の考え方である。この考え方に基づいて、コミュニティの分析を行ったところ、
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地域の社会的ネットワークと、そのネットワークに基づく信頼や、規範、そして、この三
者に基づく住民の協調行動によって、コミュニティはその構造を更新していくことができ
ることが明らかになった。社会教育行政は、この社会的ネットワークの創出に直接関わる
ことはできなくても、「関係基盤」の創出や組み替えという営為を通じて、社会的ネット
ワークの構成に寄与することができる。人々の協調行動によって地域の「関係基盤」が形
成され、この「関係基盤」が新たな協調行動を促すとすれば、そのコミュニティは関わる
アクターが変化しながらも、持続しているものと見なすことができる。社会教育行政の役
割は、「社会関係資本」の蓄積に「関係基盤」の創出や組み替えを通じて、どのように関
わることができるかという点から問い返される必要がある。 
	 確かに現代においては、飯田市の例に見られるように、地縁団体を基礎にして階層的・
重層的に「関係基盤」を組織していくことは難しいのかもしれない。しかし、このことを
否定的に捉えるばかりでは、コミュニティの構築について考えることは難しい。佐伯市の
事例で見てきたように、既存の「関係基盤」をつなぎ直すこと、あるいは新たな「関係基
盤」を組織化していくことによって、コミュニティにおける「社会関係資本」の形成を支
援することは可能である。例えば、社会教育行政は、特定のテーマのもと、対面的な接触
の機会を増加させるという方法によって、「関係基盤」の「連結性」を高めていくことが
できるものと考えられる。あるいは、地域の拠点施設に、社会的ネットワークの結節点と
なる職員を配置することによって、地域の活動に住民を徐々に関わらせていくといった道
筋も想定される。この施設に配置される職員は、住民と行政との間を媒介し、住民の社会
的ネットワークを組み替えていくだけでなく、住民のニーズを行政に反映していく存在で
もある。 
	 社会教育行政の役割は、これまで住民の「社会教育の自由」を尊重しつつ、社会教育施
設を中心に住民の学習機会を保障することにあると考えられてきた。本論文は、社会教育
行政の持つこの役割を否定するものではないが、学習をコミュニティの中で生じるインフ
ォーマルなものにも拡張して捉えることによって、社会教育行政の役割を、ネットワーク
の基盤となる中間集団の創出や、集団の関係の組み替えを通じて、社会関係の中での学習
を支援し、コミュニティを教育的に再編していくものとして規定することになる。この議
論は、社会教育を、行政による住民の学習に対する直接的な働きかけとしてだけでなく、
住民のインフォーマルな学習の基礎をなす「関係基盤」の形成という間接的な働きかけに
も拡張して捉えることを促すものである。 
	 本論文の社会教育研究における意義として、以下の3点が挙げられる。第1に、社会教育
行政研究においては、行政の役割をコミュニティの創出を通じたインフォーマルな学習の
支援として捉え返すことができる可能性を示したことである。第2に、社会教育職員研究へ
の示唆として、社会的ネットワークに埋め込まれた「専門性」の存在を指摘したことであ
る。第3に、主体形成論に対しては、主体形成を地域の社会関係と構造に埋め込まれた過程
として捉え直すことを提起し、コミュニティの構成という点において社会教育行政論と接
点を持つことを示したことである。さらに、コミュニティ研究における意義として、社会
関係資本の構築過程を住民の学習を含む動態的な過程として描けたこと、調査の中で研究
者と行政職員、住民の共同学習を促したことが挙げられる。 
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 一方、本論文の課題としては以下のことが挙げられる。まず、理論研究の課題として、
（1）学習に関する権利の位置づけ、（2）近年の政策に対する距離、（3）社会関係資本論
に依拠することによる市民像の偏りといった論点が挙げられる。また実証的研究の課題も
数点存在する。まず計量分析では、中長期的な視野での研究と、横断型の研究の必要性が
求められるだろう。事例研究においては、分析の対象とする範囲の限定性や、計量分析と
のつながり、社会関係資本の認知的部分への探究が不足していることが挙げられる。さら
に、理論研究・実証的研究を通じた課題として、コミュニティにおける権力関係への配慮
という問題が挙げられる。 
	 さらに、コミュニティの社会教育的構成という結論に関しては、（1）社会教育行政組織
の再編と、コミュニティの再編の関連性についての発展的な研究、（2）コミュニティの社
会教育的構成についてのより発展的な分析、（3）社会教育施設で行われるフォーマルな学
習と、地域の社会的ネットワークの中で行われるインフォーマルな学習の関係についての
理論化という課題が残されている。 
	 以上のような研究課題を持ちつつも、社会教育行政の再編が進み、社会教育の存在意義
が揺らいでいる今日において、コミュニティと社会教育の関連について理論的・実証的な
検討を行い、コミュニティの教育的構成を促す社会教育という結論に至った本論文は、今
後の社会教育研究の方向性を考える上で重要な示唆を持つものと考える。 
 
